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南都明日香ふれあいセンター犬養万葉記念館指定管理者業務仕様書 

 
 南都明日香ふれあいセンター犬養万葉記念館（以下「記念館」という。）の指定管

理者が行う業務の内容及びその範囲等については、この仕様書による。 

                                            

１．記念館の目指すべき基本的な考え方 

 明日香村では、脈々と繰り返されてきた人々の営みから育まれてきた文化や歴史的

風土を最大限に五感を使って楽しめる村全体を屋根のない博物館とする「明日香まる

ごと博物館づくり」を推進しながら、世界遺産登録を目指している。その取り組みの

一環として、石舞台古墳がある島庄地区から飛鳥寺がある飛鳥地区までを「にぎわい

の街」として位置付け、その導線の周辺に位置する記念館は、明日香村や万葉文化の

魅力を発信しながら、多くの住民や来訪者に休憩空間の提供を併せ持つ観光文化施設

として、地域の活性化に貢献することを目指している。 

 
２．運営方針 

（１）住民と来訪者の交流、地域間交流、世代間交流など多様な交流を促す拠点とし

ての機能を果たすこと。 

（２）村内の文化・観光事業や他の周辺事業者及び施設との連携を図りながら、立地

を活かした観光客誘客などの取り組みを効果的かつ積極的に展開することによ

り、来訪者等の休憩スポットとしてのサービス機能と利便増進を図ること。 

（３）飲食部門を設け、地域特産品の魅力を積極的に活用しつつ、村内商工業者とも

連携して特徴ある商品提供等を行うこと。 

（４）犬養孝氏の顕彰と万葉文化の普及啓発のため資料や図書を活用し展示等を行う

こと。 

（５）特定の個人、団体及びグループに対して、有利あるいは不利になるような   

取扱いをすることなく、公平公正かつ適正な運営に努めること。 

（６）個人情報の適切な管理を行うこと。 

（７）地域住民や利用者の意見・要望を管理運営に反映させること。 

 
３．施設概要 

（１） 施設の設置目的 

  記念館は、南都明日香ふれあいセンター犬養万葉記念館設置及び管理条例（平成

１７年９月１６日条例第１８号。以下「記念館条例」という。）に定める施設で、

文化功労者・万葉学者である犬養孝氏に関する図書及び資料、万葉集に関する図書

や調査研究資料等の展示を行うとともに、施設利用者に対するサービス提供の充実

により、文化の向上と地域の活性化を図ることを目的とする。 

 



（２） 施設の名称 

 南都明日香ふれあいセンター犬養万葉記念館 

（３） 施設の所在地 

  明日香村大字岡１１５０番地 

（４） 施設の規模等 

  土地 ４１３．２２㎡ 

  建物 木造平屋建て、一部二階建て ２３４．９５㎡ 

１階  ホール／ギャラリー、フリースペース、カフェ 

  ２階 フリースペース 

（５） 開設年月日 

  平成１２年４月１日 

 
４．開館時間及び休館日 

次に定めるとおりとするが、指定管理者が特に必要があると認めるときは教育委員

会の承認を得て変更することができる。 

（１）開館時間 

原則として午前１０時から午後５時 

（※営業状況を鑑み、将来的に夜間の営業についても検討すること） 

（２）休館日 

原則として毎週月曜日、１２月２５日から翌年１月５日まで 

 
５．管理の指定期間 

 村による工事引渡後から３年間とする。 

（但し、工事によって開業日が変動する場合あります。なお開業は令和７年度中に 

実施するものとします。） 

６．法令等の遵守 

指定管理者は、記念館の管理運営に当たっては、本仕様書のほか、次に掲げる法令

等に基づかなければならない。 

（１）地方自治法 

（２）記念館条例 

（３）記念館条例施行規則 

（４）明日香村個人情報保護条例 

（５）その他関係法令 

７．管理運営に関するリスクの対応 

管理業務に関し、教育委員会と指定管理者とのリスクの分担については、次の表に

よるものとする。ただし、疑義がある場合又は表に定めのないリスクが生じた場合は、

教育委員会と指定管理者が協議の上、リスク分担を決定する。 



 
 種  類      内       容   負担者 

教育委員会 指定管理者

物価変動 人件費、物件費等物価変動に伴う経費増   ◯ 
金利変動 金利の変動に伴う経費の増   ◯ 
周辺地域・住民

及び施設利用

者への対応 

地域との協調   ◯ 
施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利

用者からの反対、訴訟、要望への対応 
  ◯ 

上記以外  ◯  
法令の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更  ◯  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更   ◯ 
税制度の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更  ◯  

一般的な税制変更   ◯ 
政治、行政的理

由による事業

変更 

政治、行政的理由から、施設管理、運営業務の継

続に支障が生じた場合又は業務内容の変更を余

儀なくされた場合の経費及びその後の維持管理

経費における当該事情による増加経費負担 

 
 ◯ 

 

不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、

争乱、暴動その他の教育委員会又は指定管理者の

いずれの責めにも帰することのできない自然的

又は人為的な現象）に伴う、施設、設備の修復に

よる経費の増加及び事業履行不能 

 
 
 ◯ 

 

書類の誤り 
 
 
 

仕様書等教育委員会が責任を持つ書類の誤りに

よるもの 
 ◯ 
 

 
 

事業計画書等指定管理者が提案した内容の誤り

によるもの 
 

 
 ◯ 

 
資金調達 
 
 
 

経費の支払い遅延（教育委員会→指定管理者）に

よって生じた事由 
 ◯ 

 
 

 
経費の支払い遅延（指定管理者→業者）によって

生じた事由 
 

 
 ◯ 

 
施設・設備の損

傷 
 

経年劣化によるもの  ◯  
第三者行為から生じたもので相手方が特定でき

ないもの 
 ◯ 

 
 

 
管理者として注意義務を怠ったことによるもの   ◯ 

第三者への賠

償 
 

管理者としての注意義務を怠ったことにより損

害を与えた場合 
 

 
 ◯ 

 
上記以外の理由により損害を与えた場合  ◯  

セキュリテｲ 警備不備による情報漏洩、犯罪発生   ◯ 

事業終了時の

費用 
指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中

途における業務を廃止した場合における事業者

の徴収費用 

  ◯ 



８．指定管理者が行う業務 

（１）記念館の管理運営に関する業務 

  ① 入館者への案内と対応に関すること 

  ② 入館者統計管理に関すること 

  ③ 撮影許可、貸出許可に関すること 

  ④ 会計処理に関すること 

  ⑤ その他教育委員会が必要と認める管理運営に関する業務 

（２）施設、設備等の維持管理に関すること 

  ① 清掃等に関すること 

   ア 日常清掃（記念館内外・トイレ） 

   イ 定期清掃（高所清掃・空調清掃） 

   ウ 害虫駆除（厨房・トイレ） 

  ② 空調、照明設備等の維持管理に関すること 

  ③ 庭木、生垣等の管理に関すること（植栽・剪定・消毒・除草・草刈） 

  ④ 備品の管理に関すること 

  ⑤ 施設の警備保守点検に関すること 

  ⑥ 消防設備の維持管理に関すること 

  ⑦ その他教育委員会が必要と認める施設、設備等の維持管理に関する業務 

（３）企画事業に関する業務 

  ① 記念館条例第３条に掲げる事業に即した業務 

ア 犬養孝氏と万葉に関する展示に係る業務 

イ 万葉集に関する学術的文献及び資料の収集並びに保管に関する業務 

ウ 万葉集の啓蒙を目的とした事業に係る業務（講座、講演会、イベント等） 

エ 万葉故地との連携と情報交換に係る業務 

オ 来訪者へのサービス提供に関する事業に係る業務 

  ② その他必要な事業に係る業務 

（４）販売、喫茶等サービスの提供に関する業務 

  ① 物品の仕入れ、販売、発送に関する業務 

  ② 会計処理に関する業務 

  ③ 喫茶サービスの提供に関する業務 

  ④ 喫茶サービスで提供する食品の仕入れ、管理に関する業務 

  ⑤ 喫茶サービスで提供する食器等の衛生管理に関する業務 

  ⑥ その他販売、喫茶サービスの提供に必要な業務  

（５）職員の配置等 

  ① 施設の管理運営業務を行う責任者を１名配置するほか、業務遂行のために 

   必要な人員を配置すること。 

  ② 個人情報の保護体制を確立し職員への周知徹底を図ること。 



  ③ 緊急時の対策、防犯、防災体制についてマニュアルを作成し、職員を指導す 

ること。 

  ④ 利用者の不測の事態に対しては、適切に対処し、かつ教育委員会への状況報 

告をすみやかに行うこと。 

 
９．利用料金等について 

（１）利用料金 

  ① 記念館への入館料は無料とする。 

  ② 指定管理者は、人的サービスの提供、物販等による収入及び自主事業計画に

より実施する事業による収入を自らの収入とすることができる。 

（２）指定管理料について 

指定管理者は、施設の維持管理費等について、営業収入等で賄う独立採算を 

基本とする。なお、指定管理料の必要金額は、教育委員会と指定管理者の協議

の上、決定する。詳細については、教育委員会と指定管理者とが締結する協定

によるものとする。 

 
１０．事業報告 

（１）指定管理者は管理運営業務の利用状況、実施状況を記載した業務日誌を作成す

るとともに、教育委員会が指定する期間これを保管するものとする。 

（２）指定管理者は、事業年度終了後３０日以内に以下の内容を記した当該年度の事

業報告書を提出するものとする。 

 ① 管理業務の実施状況 

 ② 記念館の利用状況の実績 

 ③ 施設の管理に係る経費の収支状況 

 ④ その他教育委員会が必要と認める事項 

 
１１．施設整備及び備品 

（１）建物内の基本的な改修及び施設に付帯する備品等の調達を村が行う。指定管理

者は新たな開業のための必要な物品等の調達及び追加工事は自己負担で行うも

のとする。（但し、工事の内容については、決定後村と協議の上行うこととする。） 

（２）教育委員会の所有に属する物品等については、無償で貸与する。ただし、その

修理及び更新については、指定管理者の負担とする。なお、貸与物品は、指定期

間終了後、整備点検の上、教育委員会に返還すること。 

（３）指定管理者は、教育委員会の所有に属する物品については、管理台帳等を備え

て適切に管理しなければならない。  

（４）１件２０万円以上の施設整備の修理で指定管理者の維持管理業務に瑕疵がなく、

教育委員会が事前に認めたものについては教育委員会の負担とする。 



 
１２．管理の継続が困難となった場合の取り扱いについて 

（１）教育委員会が指定管理者の責めに帰する事由により管理を継続することができ

ないと認めるときは、その指定管理を取消し又は期間を定めて管理業務の全部若

しくは一部の停止を命ずることができる。この場合、指定管理者に損害が生じて

も、教育委員会はその賠償の責めを負わない。また、教育委員会に損害が生じた

場合は、教育委員会は指定管理者に損害賠償を請求することができる。 

（２）不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、争乱、暴動、その他指定管理者の

いずれの責めにも帰すことのできない自然的又は人為的な現象）よる事由により、

業務の継続が困難となった場合、教育委員会及び指定管理者は、業務継続の可否

について協議するものとする。この場合において、一定期間に協議が整わない場

合、教育委員会又は指定管理者は、管理協定を解除できるものとする。 

 
１３．原状回復 

指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は指定管理者を取り消され、若

しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その

管理しなくなった施設又は、設備を速やかに原状に回復しなければならない。ただし、

教育委員会の承認を得たときは、この限りでない。 

 
１４．その他留意事項 

（１）指定管理者は、公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこ

ととし、特定の団体等に有利あるいは、不利になる運営をしないこと。 

（２）業務の履行に際して入手した個人情報及びデータの管理については、関係法令

を遵守し、適切な管理を行うこと。 

（３）村、教育委員会の施策に協力すること。 

（４）管理業務全体を他の業者へ再委託してはならない。 

（５）業務の一部であって、専門的な知識または、技術を必要とし、かつ、自ら運営

することが困難なもの、または、運営上特に効果的であると認められるものにつ

いては、当該業務を的確に遂行するに足りる能力を有する者に委託することがで

きる。 

（６）施設の事務所を指定管理者の管理業務の範囲以外に使用してはならない。 

（７）事業計画書に記載していない事業を実施する場合は、教育委員会の承認を得る

こと。 

（８）教育委員会の許可なく施設または設備の改造をしてはならない。 

（９）教育委員会の許可なく施設内で指定管理者又は、他業者の広告、宣伝をしては

ならない。 

（１０）その他仕様書に記載のない事項については教育委員会と協議を行うこと。 


